
卸売業【質問２】感染拡大による影響について、選択肢から１つお選びください。

【質問３】具体的に生じている影響について、選択肢から当てはまるものすべてをお選びください。

【その他＿コメント】
・メーカーからの仕入れはようやく正常に戻りつつある
・今年2～5月いっぱいくらいマスク・消毒液等の入荷がなかった
・運賃が高くなっているが、お客様より運賃がもらいにくく転嫁できない

24; 34%

10; 14%

18; 26%

18; 26%
1：かなり影響が出ている

2：あまり影響が出ていないが、今後影響が生

じる懸念がある

3：多少影響が出ている

4：あまり影響はなく、今後も生じない見込みで

ある

※円グラフの表記について 回答数；構成比（%）
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感染症防止対策に伴うコスト増
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その他
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卸売業
【質問４】前年同期を100とした場合の売上の状況（７月は売上予想）について、選択肢からお選びください。

４月 ５月 ６月 ７月 ４月 ５月 ６月 ７月

10％未満 3 1 1 2 10％未満 5.9% 1.9% 2.0% 4.2%

10％以上 2 1 1 0 10％以上 3.9% 1.9% 2.0% 0.0%

20％以上 1 3 2 0 20％以上 2.0% 5.8% 3.9% 0.0%

30％以上 2 4 0 2 30％以上 3.9% 7.7% 0.0% 4.2%

40％以上 2 3 5 4 40％以上 3.9% 5.8% 9.8% 8.3%

小計 10 12 9 8 小計 19.6% 23.1% 17.6% 16.7%

50％以上 2 5 3 4 50％以上 3.9% 9.6% 5.9% 8.3%

60％以上 4 4 1 4 60％以上 7.8% 7.7% 2.0% 8.3%

70％以上 7 5 5 3 70％以上 13.7% 9.6% 9.8% 6.3%

80％以上 9 6 5 8 80％以上 17.6% 11.5% 9.8% 16.7%

90％以上 5 4 10 8 90％以上 9.8% 7.7% 19.6% 16.7%

前年並み 9 10 9 9 前年並み 17.6% 19.2% 17.6% 18.8%

前年以上 5 6 9 4 前年以上 9.8% 11.5% 17.6% 8.3%

合計 51 52 51 48 合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

事業所数 構成比
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卸売業【質問５】新型コロナウイルス感染症の影響への対応について、選択肢から当てはまるものすべてをお選びください。

【その他＿コメント】
・提案型営業活動ができなくなっているので今後影響が出てくるものと考えられます

【質問６－１】雇用調整の必要性について、選択肢から１つお選びください。
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事業所・店舗の閉鎖

生産の縮小・停止

生産体制・サプライチェーンの見直し

通信販売、テイクアウト等への注力

融資等による運転資金の確保

設備投資の延期・縮小・休止

各種コストの見直し・軽減

感染症対策のための設備投資などの実施

出張・営業活動の自粛

在宅勤務・テレワークの導入

テレビ会議システム等の導入

その他

事
業
上

経
営
上

勤
務
上

6; 14%

5; 11%

33; 75%

1：雇用調整について実施している

2：今後必要がある、必要性を感じている

3：必要はない、必要性を感じていない

※円グラフの表記について 回答数；構成比（%）
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卸売業
【問６－２】　選択肢１（雇用調整について実施している）と回答した方は具体的な内容についてあてはまるものをすべてお選びください。

【質問６－３】　選択肢２（今後必要性がある、必要性を感じている）と回答した方は具体的な内容についてあてはまるものをすべてお選びください。
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②派遣社員の削減・雇止め

③雇用調整助成金等を活用した社員（パート等を含む）の休業

④上記の制度等を活用しないでの社員（パート等を含む）の休業

⑤従業員の配置転換

⑥新規採用の抑制

⑦給与の一部カット、昇給の停止

⑧一時金の削減
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卸売業【質問７】運転資金について、お伺いします。
（１）御社の状況最も近いものを選択肢から１つお選びください。

（２）融資申込みについて、選択肢から１つお選びください。

2; 4%
2; 4%

21; 45%

22; 47%

1：危機的な状況にある

2：資金不足が生じ始めている

3：資金不足が生じる可能性がある

4：ある程度の資金準備がある

※円グラフの表記について 回答数；構成比（%）

25; 51%

8; 16%

16; 33%

1：行った（行っている）

2：検討中

3：行わない

※円グラフの表記について 回答数；構成比（%）
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卸売業（３）融資を行った（行っている）と回答した方は御社の状況に最も近いものを１つお選びください。

【質問８－１】活用した、若しくは活用検討中の支援策について、当てはまるものすべてをお選びください。

21; 91%

1; 5%
1; 4%

1：希望通り受けられた

2：受けられたが希望通りではない

3：融資は難しい状況にある

※円グラフの表記について 回答数；構成比（%）
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国
県
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有 検討
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卸売業
【質問８－２】活用した支援策の効果について選択肢より１つお選びください。
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国
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市

有 無 不明
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卸売業【質問９－１】消費喚起のためのキャンペーンへの加盟等実績について、当てはまるものすべてをお選びください。

【質問９－２】加盟した消費喚起のためのキャンペーンの効果について選択肢より１つお選びください。
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卸売業
【質問１０－１】国・自治体への要望について、当てはまるものすべてをお選びください。

【質問１０－２】選択肢１（補助金の充実）と回答した方は、具体的な補助金の内容について当てはまるものすべてをお選びください。

33

13

17

12

7

24

0 10 20 30 40

補助金の充実

補助金の要件緩和

補助金の手続きの簡素化

消費喚起、観光の掘り起こし

社会保険料等の納付猶予延長

各種減税

28

11

7

5

7

0 10 20 30

売上減少

雇用維持

店舗維持

３密対策、テレワークなどコロナ対策にかかる経費

販路開拓・設備投資

－9－


